
【貸借対照表】 （単位：円） 【行政コスト計算書】 （単位：円） 【純資産変動計算書】 （単位：円） 【資金収支計算書】 （単位：円）

令和３年度 令和３年度 令和３年度 令和３年度 令和３年度

【資産の部】 【負債の部】 経常費用 3,067,364,266 １ 業務活動収支 391,671,207

１ 固定資産 9,983,849,105 １ 固定負債 4,064,514,018 １ 人件費 1,142,194,743 業務支出 2,484,257,537

（１） 有形固定資産 9,907,907,475 （１） 地方債 3,098,688,381 （１） 職員給与費等 943,105,706 純行政コスト △ 2,849,444,594 業務収入 2,875,928,744

事業用資産 8,642,593,601 （２） 退職手当引当金 965,825,637 （２） 賞与等引当金繰入額 73,718,511 財源の使途 臨時支出 0

インフラ資産 0 （３） 借入金 0 （３） 退職手当引当金繰入額 115,376,610 財源 2,663,970,599 臨時収入 0

物品 1,887,732,014 （４） その他の固定負債 0 （４） その他 9,993,916

減価償却累額 △ 622,418,140 ２ 物件費等 1,846,858,528 税収等 2,645,059,599 ２ 投資活動収支 △ 415,219,022

２ 流動負債 476,117,101 （１） 物件費 1,146,372,386 国県等補助金 18,911,000 投資活動支出 455,407,361

（２） 無形固定資産 2,198,796 （１） 翌年度償還予定地方債 400,965,720 （２） 維持補修費 230,105,863 当期差額 △ 185,473,995 投資活動収入 40,188,339

（２） 賞与引当金等 73,718,891 （３） 減価償却費 470,380,279 固定資産等の変動（内部変動）

（３） 投資その他の資産 73,742,834 （３） 預り金 1,432,490 （４） その他 0 有形固定資産の増加 ３ 財務活動収支 29,056,014

投資及び出資金 0 （４） その他流動資産 0 ３ その他の業務費用 21,083,300 有形固定資産の減少 　 財務的支出 499,843,986

基金（長期） 73,742,834 （１） 支払利息 14,522,757 貸付金・基金等の増加 財務的収入 528,900,000

その他の固定資産 0 負債合計 4,540,631,119 （２） その他 6,560,543 貸付金・基金等の減少

【純資産の部】 ４ 移転費用 57,227,695 資産評価差額 当期収支 5,508,199

２ 流動資産 292,043,172 （１） 補助金等 55,754,494 無償所管換等 期首資金残高 33,499,106

（１） 現金預金 40,439,083 （１） 固定資産等形成分 10,235,453,194 （２） 社会保障給付 328 比例連結割合変更に伴う差額 △ 58,089 期末資金残高 39,006,593

（２） 基金（短期） 251,604,089 （２） 余剰分（不足分） △ 4,500,192,036 （３） その他移転支出等 1,472,873 当期純資産変動額 △ 185,532,084 期首歳計外現金残高 1,667,406

（３） その他の流動資産 0 経常収益 期末歳計外現金残高 1,432,490

純資産合計 5,735,261,158 （１） 使用料及び手数料 192,805,595 期末現金預金残高 40,439,083
資産合計 10,275,892,277 負債及び純資産合計 10,275,892,277 （２） その他 25,114,080

2,849,444,591

（１） 臨時損失 3

（２） 臨時利益 0

2,849,444,594

令和３年度　　袋井市森町広域行政組合　要約財務諸表　（連結会計）

区　分区　分

期末純資産残高

純経常行政コスト（経常費用－経常収益）

5,735,261,158

5,920,793,242

純行政コスト

区分 区　分区分

期首純資産残高

＜財務書類作成対象範囲＞
・袋井市森町広域行政組合

・静岡県市町総合事務組合（※非常勤職員公務災害補償事務区分のみ対象）

<財務書類作成の取り組み>

総務省は平成27年1月に「統一的な基準による地方公会計の整備促進について（総務大臣通知）」を示し、今後すべての地方公共団体が「統一的な基準」による財務書類を作成するよう要請しました。

袋井市森町広域行政組合はこのことを受け、平成28年度決算より「統一的な基準」に基づき財務書類を作成することとしました。

財務書類については、これまでも作成し、資産及び負債の管理や、組合の財務状況の公表資料として活用してきましたが、今後は「統一的な基準」による財務書類の最大のメリットである比較可能性に注目し、更なる活用をしていきた

貸借対照表は、基準日時点における組合の財政状態を一目でわかるよう

にしたものです。

貸借対照表は、「資産の部」、「負債の部」及び「純資産の部」に区分され

ます。

資 産：組合活動を行うための事業資産や将来のための基金など

負 債：借入金や退職手当引当金など将来負担となるもの

純資産：将来返済することがない財産

行政コスト計算書は、組合の１年間の行政サービスの

成績を表しています。

経常費用は、組合が業務活動を継続していくのに必

要なコストになります。このコストは経常収益では賄えて

いません。不足分を分担金で賄っております。

純資産変動計算書は、貸借対照表における純資産の部がどのように増

減したかを表しています。

当期差額がマイナスになっております。当年度において組合の正味の資

産が減ったことを意味しています。

資金収支計算書は、１年間の現金の増減を活動の性質別に表しており

ます。

業務活動収支：毎年度の経常的な収支を表します。

投資活動収支：資産の取得、処分や基金の積立、取崩を表します。

財務活動収支：公債費等の発行、償還などの収支を表します。


